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平成１８年度第２回愛知県環境審議会会議録 

 

 

１ 日時 

  平成１９年３月１５日（木）午後１時３０分～午後４時３０分 

 

２ 場所 

  愛知県自治センター１２階Ｅ会議室 

 

３ 出席者 

  委員２３名、特別委員６名、専門委員９名、説明のために出席した者２０名 

 

４ 審議の概要 

（１）開会 

   委員３０名中２３名が出席しており、定足数を満たしていることを確認 

（２）あいさつ 

   稲垣副知事 

   森嶌会長 

（３）議事 

  ア 傍聴人について 

    森嶌会長から、傍聴人がいないことが報告された。 

  イ 会議録の署名について 

    森嶌会長が、会議録の署名人として、那須委員と丹羽委員を指名した。 

  ウ 答申 

  （ア）愛知県における今後の自然環境保全施策の基本的な方向について 

    ・自然環境保全部会報告 

      芹沢部会長が答申関係資料１－１（愛知県における今後の自然環境保全

施策の基本的な方向について（報告））、答申関係資料１－２（「愛知県にお

ける今後の自然環境保全施策の基本的な方向について」の概要）及び答申

関係資料１－３（愛知県における今後の自然環境保全施策の基本的な方向

について（諮問））により説明       
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    ・質疑 

     （藤野委員） 

       主要な施策の生態系ネットワークの維持・形成の中に「自然の総量を

維持」とあるが、具体的にイメージがわかるよう説明してほしい。 

（芹沢部会長） 

       自然環境保全地域、国定公園等の指定区域の中にはかなりの私有地が

あり、指定された場所が所有者の都合や開発等の社会状況の変化によっ

て保全の価値が無くなる場合が出てくる。例えば、自然公園区域を見直

すに当たり面積が減少することがあり、我々も以前から危機感を持って

いた。制度上は自然公園区域の解除等を認めざるを得ないが、一定面積

減少すれば可能な限り同等以上の面積を編入するとか、ランクダウンの

場所があればランクアップを組み合わせることにより、全体として愛知

県の自然環境を保全すべき区域が少なくなっていかないような措置をと

ることとしている。 

〈事務局〉 

  答申関係資料１－１の１４ページに記載されているとおり、自然環境

保全地域等は土地所有権にかかわりなく指定していることもあり、地権

者や地元の意向にも十分配慮しながら、新たな地域の指定や拡張に努め

ており、平成１７年度においては海上の森自然環境保全地域を新たに指

定している。この点については、答申いただければ関係機関と協議し取

扱いを検討していく。 

（加藤久和委員） 

       この基本方針の中で特に強く打ち出すべきメッセージは何かというこ

とだが、生態系ネットワークの維持という方向は同感である。芹沢部会

長の発言にもあったとおり、愛知県には世界で一級の自然があるわけで

はないが、生態系の保全を考えたときに、身近で平凡な自然であっても

それを多様性のネットワークとしてつなぐことが大事だと思う。愛知県

にも、すぐれた自然や農業や都市開発などによる改変を受けながらも生

物の新たな多様性を作ってきたような土地もあり、それらをネットワー

クでつなぐことが大事だということが伝わるようなまとめ方をすると良

いと感じた。 
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       環境基本計画の見直しのところでも議論しているが、ＣＯＰ１０（生

物多様性条約第１０回締結国会議）が誘致されるので、せっかくの機会

なのでこれをバネにしてもう一段進めるということがあっていい。そこ

でもこの答申案にあるとおり、生態系ネットワークの維持・形成が核に

なると思うが、その際に、今ある自然環境保全地域をつなげるとか、つ

なげるための回廊となるところは道路、河川の保全、緑化を進めるとい

うだけでは足りないのではないか。ここだけは核になるという保全の体

系、システムを作っておくこと。自然環境保全地域の減少を他で補うと

いうだけでなく、ここはコリドーになるところだということで先に押え

ることが必要ではないか。土地利用を制限することは難しいとは思うが、

新しい政策が求められる。これはあくまでも基本的な方向なので、次に

定められる戦略で具体的にうたわれることかも知れないが、意見として

聴いてもらいたい。 

（森嶌会長） 

       この答申案は方向性であり、意見をすべて盛り込むことはできないの

で、今後の施策で展開するよう県に念押しをするということにしたい。 

（加藤久和委員） 

       答申案が抽象的、網羅的であることは理解している。自然との共生に

ついてここで答申がなされれば、環境基本計画にも反映していくことに

なろう。 

（森嶌会長） 

       将来像の「将来」とは何か。環境基本計画は長期的視点として２０２

５年、ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）は２０５０年を目途

にしていると思われる。この答申案での生態系は今の生態系を頭に置い

ているが、温暖化により生物が変異する可能性がある。将来的には温暖

化にどう適応していくかということも考えて、自然環境保全部会で守る

べき自然環境を議論して欲しいし、環境基本計画にも組み込んでもらう

とよい。 

（芹沢部会長） 

       生態系ネットワークが一番のポイントであり、ただ今の議論にあった

ことは答申案でも読み取れるものと考えている。 



 4

（佐々木専門委員） 

       主要な施策に移入種対策があるが、ヌートリアを捕獲するのに有害鳥

獣捕獲の申請をしなければならない。許可なくして捕獲できるといいと

思う。 

〈事務局〉 

  ヌートリアは鳥獣保護法の対象となっているので、有害鳥獣捕獲の許

可を受けなければならないが、外来生物法の特定外来生物にも指定され

ているので、捕獲をしようとする自治体やＮＰＯなどの団体が申請すれ

ば許可がなくても確認や認定を受けて捕獲ができる制度がある。 

・答申案の決定 

      部会報告のとおり答申することを決定した。 

  （イ）廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条の５第１項の規定に基づく廃棄

物処理計画の策定について 

    ・廃棄物部会報告 

      中村部会長が答申関係資料２－１（廃棄物の処理及び清掃に関する法律

第５条の５第１項の規定に基づく廃棄物処理計画の策定について（報告））、

答申関係資料２－２（愛知県廃棄物処理計画案の概要）及び答申関係資料

２－３（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条の５第１項の規定に基

づく廃棄物処理計画の策定について（諮問））により説明 

    ・質疑      

（佐々木専門委員） 

       し尿処理が１８年４月から全量陸上処理されるという説明だが、下水

処理場で処理するということでよいのか、また、なぜ海上処理がいけな

いのかを教えてほしい。 

     （中村部会長） 

       世界的に海洋投棄が禁止されているという流れである。また、陸上で

は下水処理場などで処理される。 

〈事務局〉 

       答申案の１２ページに記載されているとおり、「廃棄物その他の物の投

棄による海洋汚染の防止に関する条約」があり、国も廃棄物処理法で、

新規のものについては平成１４年２月から、従前からのものは平成１９
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年２月から海洋投棄を禁止している。答申案１１ページにもあるとおり、

平成１６年度においては海洋投棄の実績があったが、これらの市町にお

いて、し尿処理施設が整備され、平成１８年４月から海洋投棄はなくな

っている。 

（加藤雅信委員） 

       答申関係資料２－１の３５ページの廃棄物処理の数値目標について、

国と県の数値目標が違うのは理解できるが、具体的に県と国の算定方法

が違うのかどうか、その違いの根拠を教えてほしい。 

     （中村部会長） 

       県と国では基準年度、目標年度がずれているが、算定方法は、ほぼ国

に準じている。 

〈事務局〉 

  答申案３５ページに記載されているとおり、一般廃棄物と産業廃棄物

に分けて、それぞれ二つの方式で予測をしている。一つは国の基本方針

に基づく予測ということで、国は平成９年度を現状として平成２２年度

を目標とした数値を採用しているので、それを県にあてはめて予測して

いる。 

もう一つは、一般廃棄物については、処理を行っている市町村に対す

る実情のアンケート調査を行ってそれを積み上げて予測を行ったもので

ある。これらを比較し、地元の事情や最終処分場の状況を重視して、二

つ目の予測方法を採用した。産業廃棄物については、多量に排出する事

業者にアンケート調査を行って、これも考慮した上で比較をし、削減の

余地も考慮した上で、目標値を設定した。 

（加藤雅信委員） 

       市町村や事業者のアンケートに基づいて予測すれば、国の予測からは

ずれることになるのではないか。 

（中村部会長） 

  最終的に採用した数字は国の目標から大きくはずれることはない。こ

れならできますという値を県が採用するのでは努力目標として足りない

ので、あとは施策の展開や計画の推進で補うことになる。 

〈事務局〉 
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  答申案３６ページ以下に記載したが、まず、一般廃棄物については、

市町村の自治事務であり、当然国の方針を頭に入れながら地域の実情や

今までの経緯を踏まえ処理が行われている。排出量については、国の方

針に基づく表１２よりも市町村アンケートに基づく表１３が増えている

が、国は平成２２年には人口が減少していることを踏まえた予測となっ

ているため、愛知県ではまだ人口が伸びている状況であることを踏まえ、

一人一日当たりのごみの量という原単位に削減率を考慮し、それに伸び

ていく人口を掛け合わせて排出量を計算している。産業廃棄物について

は、事業者に聞けば無理ということにもなるので、事業者のアンケート

に基づく予測値ではなく国の基本方針に基づく予測値を採用しており、

おおむね国の基本方針に沿ったものとなっていると考えている。 

    （竹中委員） 

       廃棄物の焼却量を減らすことにより温室効果ガスであるＣＯ２を減ら

すという目標があると思うが、この答申案にはＣＯ２をどれくらい削減

できるかという記述がない。 

〈事務局〉 

  化石燃料系のプラスティックなどはＣＯ２が出るが植物系のものは算

定しないという考え方もあり、一概に焼却量が増えることによってＣＯ

２が増えることにはならないことから、あくまでも廃棄物処理法に基づ

く公定計画ということで、ＣＯ２の観点からの記述はない。 

（森嶌会長） 

  廃棄物処理法の観点からは温室効果ガスは直接入っていない。リサイ

クルによる効果を間接的に計算することは可能かもしれないが、目標値

を示すことは難しいので答申案には入っていないということであろう。 

〈事務局〉 

  ＣＯ２対策については、あいち地球温暖化防止戦略の中で色々な取組

を掲げている中にごみの減量化などがある。また、市町村の処理施設の

整備に当たっては熱エネルギーの有効利用を考えて計画を組むことなど

により、温暖化対策にも取り組んでいくので、よろしくお願いしたい。 

・答申案の決定 

      部会報告のとおり答申することを決定した。 
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（ウ）水質汚濁防止法に基づく化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に

係る総量削減計画の策定等について 

    ・水質部会報告 

      藤江部会長が答申関係資料３－１（水質汚濁防止法に基づく化学的酸素

要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削減計画の策定等について

（報告））及び答申関係資料３－２（水質汚濁防止法に基づく化学的酸素要

求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削減計画の策定等について（諮

問））により説明 

    ・質疑 

（森嶌会長） 

       パブリックコメントではどのような意見があったか。 

〈事務局〉 

２月１日から３月１日までパブリックコメントを実施し、４件の意見

があった。その内容は、干潟の保全・造成を進めて欲しいとか、人工河

川をできるだけ造らないようにして欲しいとか、基準値の緩和を求める

ものなどである。 

（森嶌会長） 

       この削減目標が達成されると伊勢湾はきれいになるのか。 

（藤江部会長） 

  そのために削減計画を策定しているが、既に伊勢湾の底質には窒素、

りん等の汚濁物質が蓄積しているため、これらが溶出してきて汚濁の内

部生産が起こるため、削減をずっと続けていかないと効果は表れてこな

いだろうと考えられるので、さらなる努力が必要であろう。 

〈事務局〉 

水循環再生が重要と考えており、今回審議していただいた総量規制基

準のほかにも、ソフト事業として水循環再生の取組を、上流から下流域

にかけて、県民とともに行うことにより、長期的にはなるが、伊勢湾の

浄化に寄与したいと考えている。 

（中村委員） 

       総量規制基準に中に、「製造業」と「製造工程」という記載があるが、

どのように整理されているのか教えて欲しい。 
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〈事務局〉 

水質汚濁防止法の届出に業種区分があるので、それを基に業種区分を

作成し、同じ業種区分の中でも特殊な工程や特殊な原材料を使う部分は

更に細分化している。事業者は、基準のどこに該当するかわかるように

なっている。 

・答申案の決定 

      部会報告のとおり答申することを決定した。 

（エ）平成 19 年度公共用水域及び地下水の水質測定計画について 

    ・水質部会報告 

      藤江部会長が答申関係資料４－１（平成 19 年度公共用水域及び地下水の

水質測定計画について（報告））及び答申関係資料４－２（平成 19 年度公

共用水域及び地下水の水質測定計画について（諮問））により説明 

    ・質疑 

     （加藤久和委員） 

       各自治体が財政難に直面し、国の補助金も削減される中で、長期的に

見て、調査地点数、項目、頻度についてどう財政面で手当されていくの

か。 

〈事務局〉 

  法定受託事務として処理基準に基づき行っている常時監視については、

平成１７年度に補助金から交付税措置に移管され、交付税の充当も現実

にはされていない。環境省でも、行政評価と各自治体の財政事情による

測定項目等の縮小という問題点を踏まえて、平成１７年度から水質モニ

タリング検討会が設置され、平成２０年度を目途に検討が行われている。 

（加藤久和委員） 

       全体で見ると水質測定の予算は増えているのか減っているのか。 

〈事務局〉 

  検討会でのアンケートによると、多くの自治体で、重点化・合理化の

観点からの見直しを含め、この５年間に１、２割減っている。本県では、

重点化、合理化の観点から水質測定計画の見直しを行っている。 

（加藤久和委員） 

       財政事情の好転が見込めない中で、効率的かつ実効性あるモニタリン
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グをお願いしたい。 

（藤江部会長） 

       質問のあった点については、単に水質をモニタリングするということ

だけでなく周辺の特定事業場がどうなっている等も含めて部会で検討を

行っており、十分承知している。 

・答申案の決定 

      部会報告のとおり答申することを決定した。 

   （オ）答申 

・森嶌会長が、答申書４件（「愛知県における今後の自然環境保全施策の基

本的な方向について」・「廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条の５

第１項の規定に基づく廃棄物処理計画の策定について」・「水質汚濁防止

法に基づく化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削

減計画の策定等について」・「平成１９年度公共用水域及び地下水の水質

測定計画について」）を稲垣副知事に手渡した。 

・稲垣副知事あいさつ 

エ 報告 

総合政策部会に付託されている「環境基本計画の変更について」の審議状

況について報告を受けた。 

    ・加藤久和総合政策部会長 

      報告関係資料（総合政策部会における「環境基本計画の変更について」

の審議状況）の説明 

    ・質疑 

     （森嶌会長） 

       中間とりまとめができた段階で、書面で総合政策部会以外の委員の意

見を聴くか、あるいはこのような会議を開いて委員の意見のヒヤリング

を行って、その意見をフィードバックして総合政策部会でもう一度まと

めてもらって、最終的に２月か３月に報告してもらうとよい。 

（４）閉会 

 

以上 


